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御嶽山火山防災避難計画の一部改正について（案） 
 

１  改正理由 

情報伝達訓練を踏まえ、新たに火山砂防や登山関係施策を所管する県機関への伝達や協

議会事務局の伝達する機関数の標準化による負担軽減などを行い、情報の共有と速やかな

情報伝達による迅速な対応へ繋げるため。 

 

２ 改正内容 

「７．情報連絡体制、（１）噴火警報・予報等の火山情報の伝達、①情報連絡の体制」

中、【図 13】を別紙のとおり変更する。 

 

(1) 伝達先の追加 

改正前 改正後 

－ 

長野県危機管理部 

    → 長野県建設部砂防課 

    → 長野県観光部山岳高原観光課 

－ 

長野県危機管理部 

    → 登山者、観光客、地域住民等 

※ツイッター等による情報発信を想定 

 

(2) 伝達元及び伝達先の変更 

改正前 改正後 

木曽地域振興局 

→ 国土地理院関東地方測量部 

陸上自衛隊第 13 普通科連隊第３科 

長野県危機管理部 

→ 国土地理院関東地方測量部 

陸上自衛隊第 13 普通科連隊第３科 

長野県危機管理部 

→ 木曽建設事務所 

木曽地域振興局 

→ 木曽建設事務所 

木曽町総務課危機管理室 

→ 木曽広域消防本部 

長野県危機管理部 

→ 木曽広域消防本部 

 

３ 施行日 

令和２年２月 14 日 



2 

御嶽山火山防災避難計画 新旧対照表 

旧（現行） 新（改正案） 

 

７．情報連絡体制                                    

（１）噴火警報・予報等の火山情報の伝達 

①情報連絡の体制 （略） 

（長野県側）                                【図 13】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
７．情報連絡体制                                    

（１）噴火警報・予報等の火山情報の伝達 

①情報連絡の体制 （略） 

（長野県側）                                【図 13】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

関東管区
警察局

木曽警察署

木曽建設事務所

国⼟交通省中部地⽅整備局

多治⾒砂防国道事務所

飯田国道事務所

木曽森林管理署

陸上⾃衛隊第13普通科連隊第3科

国⼟地理院関東地⽅測量部

一般社団法人木曽おんたけ観光局

木曽地区山岳遭難防止対策協会

おんたけ交通株式会社

アスモグループ株式会社

木曽広域消防本部

木曽町消防団
NTT東日本
または

NTT⻄日本 御嶽山⼆ノ池飲料⽔管理組合

株式会社王滝ツーリズム
木曽町
王滝村 王滝村消防団
上松町

消防庁 上松町観光協会

木曽広域 上松町消防団
消防本部

NHK⻑野

報道機関

協議会・事務局構成機関

気象庁火山監視・警報センター 東濃地震科学研究所　木股文昭副首席主任研究員
⻑野県危機管理部 （名古屋大学大学院環境学研究科　山岡耕春教授）

御嶽山火山防災協議会事務局 信州大学農学部森林科学科　平松晋也教授

避難促進施設

王滝村
総務課

上松町
危機管理課

凡例

火山防災協議会構成機関

気
象
庁
火
山
監
視
・
警
報
セ
ン
タ
ー

⻑野県警察本部警備第⼆課

登
山
者
・
観
光
客
・
地
域
住
⺠
等

⻑
野
地
⽅
気
象
台

⻑野県
危機管理部

⻑野県
木曽地域振興局

木曽町総務課
危機管理室

名
古
屋
地
⽅
気
象
台

事前連絡に限る

噴火警報・予報
に限る

登山者
観光客等

関東管区
警察局

木曽警察署

陸上⾃衛隊第13普通科連隊第3科

⻑野県建設部砂防課

⻑野県観光部山岳⾼原観光課

木曽広域消防本部

国⼟地理院関東地⽅測量部

木曽建設事務所

国⼟交通省中部地⽅整備局

多治⾒砂防国道事務所

飯田国道事務所

木曽森林管理署

一般社団法人木曽おんたけ観光局

木曽地区山岳遭難防止対策協会

NTT東日本 おんたけ交通株式会社
または

NTT⻄日本 アスモグループ株式会社

木曽町消防団
木曽町
王滝村
上松町 御嶽山⼆ノ池飲料⽔管理組合

消防庁 株式会社王滝ツーリズム

木曽広域 王滝村消防団
消防本部

上松町観光協会
 凡例

上松町消防団

NHK⻑野

報道機関

御嶽山火山防災協議会事務局 信州大学農学部森林科学科　平松晋也教授

その他関係機関

気象庁火山監視・警報センター 東濃地震科学研究所　木股文昭副首席主任研究員
⻑野県危機管理部 （名古屋大学大学院環境学研究科　山岡耕春教授）

協議会・事務局構成機関

気
象
庁
火
山
監
視
・
警
報
セ
ン
タ
ー

⻑野県警察本部警備第⼆課

登
山
者
・
観
光
客
・
地
域
住
⺠
等

⻑
野
地
⽅
気
象
台

⻑野県
危機管理部

⻑野県
木曽地域振興局

名
古
屋
地
⽅
気
象
台

木曽町総務課
危機管理室

避難促進施設

王滝村
総務課

上松町
危機管理課

火山防災協議会構成機関

噴火警報・予
報に限る

登山者
観光客等
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（別紙） 

７．情報連絡体制  

（１） 噴火警報・予報等の火山情報の伝達 

 ① 情報連絡の体制 

御嶽山に関する噴火警報・予報等の火山情報は、【図 13】、【図 14】の体制により、伝達を行う。 

（長野県側）                                【図 13】 

 
関東管区
警察局

木曽警察署

陸上⾃衛隊第13普通科連隊第3科

⻑野県建設部砂防課

⻑野県観光部⼭岳⾼原観光課

木曽広域消防本部

国⼟地理院関東地⽅測量部

木曽建設事務所

国⼟交通省中部地⽅整備局

多治⾒砂防国道事務所

飯田国道事務所

木曽森林管理署

一般社団法人木曽おんたけ観光局

木曽地区⼭岳遭難防止対策協会

NTT東日本 おんたけ交通株式会社
または

NTT⻄日本 アスモグループ株式会社

木曽町消防団
木曽町
王滝村
上松町 御嶽⼭⼆ノ池飲料⽔管理組合

消防庁 株式会社王滝ツーリズム

木曽広域 王滝村消防団
消防本部

上松町観光協会
 凡例

上松町消防団

NHK⻑野

報道機関

御嶽山火山防災協議会事務局 信州⼤学農学部森林科学科　平松晋也教授

その他関係機関

気象庁火山監視・警報センター 東濃地震科学研究所　木股文昭副首席主任研究員
⻑野県危機管理部 （名古屋⼤学⼤学院環境学研究科　山岡耕春教授）

協議会・事務局構成機関

気
象
庁
火
⼭
監
視
・
警
報
セ
ン
タ
ー

⻑野県警察本部警備第⼆課

登
⼭
者
・
観
光
客
・
地
域
住
⺠
等

⻑
野
地
⽅
気
象
台

⻑野県
危機管理部

⻑野県
木曽地域振興局

名
古
屋
地
⽅
気
象
台

木曽町総務課
危機管理室

避難促進施設

王滝村
総務課

上松町
危機管理課

火山防災協議会構成機関

噴火警報・予
報に限る

登山者
観光客等

・ 太線枠で囲まれている機関は、気象業務法施行令第８条第１号及び第９条の規定に基づく法定伝達先。

・ 二重線の経路は、気象業務法第１５条の２によって、特別警報（噴火警報（居住地域）が位置づけられている）の

通知もしくは周知の措置が義務付けられている経路。

・ 太線及び二重線の経路は、噴火警報、火山の状況に関する解説情報（臨時）及び噴火速報が発表された際に、活動

火山対策特別措置法第12条によって、通報又は要請等が義務付けられている伝達経路。

・ 実線は気象庁が発表する御嶽山に関する火山防災情報の伝達系統を示し、これに関する情報共有は実線及び点線の

経路を用いて行う。

また、必要に応じて関係する他機関へも連絡を行う。


